
為替週間展望＝ドル円は１０９～１１０円台を中心に堅調な推移か

　　　　　　　　　　［５月３１日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    5 月 24 日～ 5 月 28 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  108.95   109.96(28)    108.56(25)    109.89   +0.93

ユーロ・ドル  1.2179   1.2266(25)    1.2172(28)    1.2175   -0.0007

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    29,149.41     +831.58     日本10年債利回り   0.080   -0.003

ダウ平均株価    34,464.64     +256.80     米10年債利回り     1.606   -0.015

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

３１日　日本４月鉱工業生産指数速報値、日本４月小売業販売額

　　　　中国５月製造業購買担当景気指数

　　　　独５月消費者物価指数

　　　　カナダ４月鉱工業製品価格、カナダ第１四半期経常収支

１日　　豪第１四半期経常収支

　　　　豪４月住宅建設許可件数

　　　　中国５月財新製造業購買担当景気指数

　　　　豪中銀（ＲＢＡ）政策金利

　　　　スイス４月小売売上高

　　　　スイス第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　独５月雇用統計、独５月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏５月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英５月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏５月消費者物価指数速報値、ユーロ圏４月雇用統計

　　　　米５月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米５月ＩＳＭ製造業景況指数、米４月建設支出

２日　　豪第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　ユーロ圏４月生産者物価指数

３日　　豪４月貿易収支、豪４月小売売上高

　　　　独５月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏５月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英５月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米５月ＡＤＰ雇用統計

　　　　米新規失業保険申請件数、米第１四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　米５月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米５月ＩＳＭ非製造業景況指数

４日　　日本４月勤労者世帯家計調査

　　　　ユーロ圏４月小売売上高

　　　　米５月雇用統計

　　　　カナダ５月雇用統計

　　　　カナダ５月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

　　　　米４月製造業受注、米４月耐久財受注確報値

　　　　主要７か国（Ｇ７）財務相会合

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米経済指標は物価指標を除くと予想から下振れしているケースが多

く、米長期金利の上昇やドル買いにつながりにくくなっている。一時的なインフレ圧力
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の高まりだけでは継続的なドル買いにつながりにくく、ドル円は１０９円を挟んでの振

幅が継続するとした。

　　　　

【米雇用統計などの経済指標に注目】

　ビットコインなどの暗号資産の値動きが不安定なことで、その値動きに振り回され

て、米国株などにも影響を与えるケースも散見される。ただ、ビットコインなど暗号資

産と米国など各国の株価や通貨などの相関は高い状態が続いているわけではない。ビッ

トコインの価格がある程度落ち着いてくれば、米国株や通貨、商品市場などへの影響も

低下してくるとみられる。

　　

　１２日の４月の米消費者物価指数や１３日の米生産者物価指数の上振れを受けて、イ

ンフレ懸念から早期の量的緩和縮小（テーパリング）観測などが台頭したものの、この

ところの米長期金利は落ち着きを見せている。２５日には１．５５％前後まで低下し

た。その後は緩やかに上昇しており、２７日には米新規失業保険申請件数の減少などを

好感して、１．６１％前後まで上昇している。

　　

　最近の米経済指標は予想から下振れするケースもみられるものの、市場の期待値が高

すぎることによるところも大きく、結果そのものは景気の回復基調を示していると判断

できる。こうした中、カプラン米ダラス連銀総裁やデーリー米サンフランシスコ連銀総

裁などはテーパリング議論の開始に前向きな姿勢を示している。

　　

　量的緩和縮小の議論が活発化していくには、今後の米経済指標の動向などが注目され

る。５月３１日の週は注目度の高い経済指標の発表が相次ぐ。米雇用統計など５月に予

想から下振れした各種統計が上振れするかといった点が注目される。

　　

　１日の５月の米ＩＳＭ製造業景況指数の予想は６１．０（前回は６０．７）、３日の

５月の米ＩＳＭ非製造業景況指数の予想は６３．０（前回は６２．７）、４日の５月の

米雇用統計の非農業部門雇用者数は前月比６６．３万人増（前回は２６．６万人増）と

予想から上振れが見込まれる。一方、３日発表の５月の米ＡＤＰ雇用統計は前月比７

０．０万人増となり、前回の７４．２万人増から下振れする見通しとなっている。

　　

　予想通りに上振れする米経済指標が多ければ、米長期金利の上昇につながり、ドル買

いに動きに傾きやすいとみられる。ただ、過度な上振れは量的緩和縮小の前倒し議論に

つながり、米国株の圧迫要因になる可能性も高まる。その場合はリスク回避の円買いに

傾きやすくなりそうだ。

　　

　米経済指標が予想に沿ったおおむね良好な結果となれば、米長期金利も落ち着いた動

きになるとみられる。その場合は緩やかなドル買いにつながり、ドル円は１０９～１１

０円台を中心に底堅い動きを続けることとなろう。ドル円の目先の予想レンジは、１０

８．５０～１１１．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、３１日に日本４月鉱工業生産指数速報

値、日本４月小売業販売額、１日に米５月製造業ＰＭＩ確報値、米５月ＩＳＭ製造業景

況指数、米４月建設支出、３日に米５月ＡＤＰ雇用統計、米新規失業保険申請件数、米

第１四半期非農業部門労働生産性指数、米５月サービス業ＰＭＩ確報値、米５月ＩＳＭ

非製造業景況指数、４日に日本４月勤労者世帯家計調査、米５月雇用統計、米４月製造

業受注、米４月耐久財受注確報値などがある。

　　

【ユーロドルは高値圏でのもみ合いか】

　ユーロ圏ではワクチン接種が拡大しており、景気回復期待も高まりつつある。そうし

た中、欧州中央銀行（ＥＣＢ）の出口戦略への期待感も高まっている。ＥＣＢによる量

的緩和縮小（テーパリング）観測が広がって、ユーロドルは２５日には１．２２６６ま

で上昇するなど、堅調な推移を続けてきた。

　　

　ただ、２６日にはＥＣＢのパネッタ専務理事が景気回復はまだ最初の段階であり、イ

ンフレ率も低く、６月１０日のＥＣＢ理事会で資産買い入れペースを削るべきではない

との認識を示した。これを受けて、ドイツの１０年債利回りが低下するとともに、ユー

ロが売られてユーロドルは１．２２００ドルを割り込んだ。



　　

　なお、これまでにもＥＣＢ当局者から早期の緩和縮小をけん制する発言は出ている。

２１日にはＥＣＢのラガルド総裁もパンデミック緊急購入プログラム（ＰＥＰＰ）の縮

小に関して議論するのは時期尚早との認識を示していた。ユーロ圏での経済指標が上向

きつつあり、景気が本格回復しないうちに緩和縮小議論が先走ることをけん制してい

る。２５日には仏中銀のビルロワドガロー総裁もＰＥＰＰの購入ペースの調整を急いで

いないと発言している。

　　

　ＥＣＢ当局者による緩和縮小をけん制する発言はユーロドルの上値を抑える要因とな

る。もっともワクチン接種の拡大で各国では行動規制の緩和により、経済活動が活発化

すると見込まれる。このためユーロドルは押したところでは下支えされるとみられ、高

値圏でのもみ合いが続くこととなりそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジは１．２１

００～１．２３００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、３１日に中国５月製造業購買担当景気指

数、独５月消費者物価指数、カナダ４月鉱工業製品価格、カナダ第１四半期経常収支、

１日に豪第１四半期経常収支、豪４月住宅建設許可件数、中国５月財新製造業購買担当

景気指数、豪中銀（ＲＢＡ）政策金利、スイス４月小売売上高、スイス第１四半期国内

総生産（ＧＤＰ）、独５月雇用統計、独５月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏５月製造業

ＰＭＩ確報値、英５月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏５月消費者物価指数速報値、ユー

ロ圏４月雇用統計、２日に豪第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）、ユーロ圏４月生産者物

価指数、３日に豪４月貿易収支、豪４月小売売上高、独５月非製造業ＰＭＩ確報値、

ユーロ圏５月非製造業ＰＭＩ確報値、英５月非製造業ＰＭＩ確報値、４日にユーロ圏４

月小売売上高、カナダ５月雇用統計、カナダ５月ＩＶＥＹ購買部協会指数などがある。
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